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第 1 章 はじめに  

国民健康保険高原病院（以下、当院という。)は、令和６年３月に国民健康保険高原病院経営強化プ

ラン（以下、本プランという。）を策定いたしました。  

本プランは令和６年度から令和９年度までの４年間を計画期間とし、医療需要・環境が変化してい

く中で継続して安定的な医療を提供していくため、健全な事業運営を目指すものです。本プランは、

毎年、事業の実施状況について点検・評価を行い住民の皆様への周知に努めることとしています。今

回、令和６年度決算について本プランの点検と評価を行ったことから、結果を報告いたします。な

お、評価にあたっては、次の方法により行いました。  

  

数値目標に対する評価  

評価区分  評価の内容  

S（大幅に達成）  計画値と実績値を比較し、その達成率が 110%以上の場合  

A（達成）  計画値と実績値を比較し、その達成率が 100%～109%の場合  

B（概ね達成）  計画値と実績値を比較し、その達成率が 90%～99%の場合  

C（未達成）  計画値と実績値を比較し、その達成率が 90%未満の場合  

 

取り組みに対する評価  

評価区分  評価の内容  

S（大きな成果）  
取り組み項目で予定した内容に取り組み、具体的な成果が表れ

ている。  

A（一定の成果）  
取り組み項目で予定した内容に取り組み、一定の成果が表れて

いる。  

B（成果なし）  
取り組み項目で予定した内容に取り組んだが、成果は出ておら

ず、より一層取り組みが必要になる。  

C（改善が必要）  
取り組み項目で予定した内容に取り組まず、課題が残っている

ため、改善が必要になる。  
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第 2 章 点検・評価  

１ 役割・機能の最適化と連携の強化  

(1) 地域医療構想等を踏まえた当院の果たすべき役割・機能  

 ア 回復期医療 

計画  取り組み内容  評価  

西諸医療圏における回復期医療の必要性を考

慮し、令和６年度より地域包括ケア病床を

10 床から 26床へ増床し、併せて許可病床 56

床のうち 16床を休床することで病床規模の

適正化を図ります。  

令和６年度より回復期医療の充実を図る

ために地域包括ケア病床の増床し、許可

病床 56 床のうち 16 床を休床とすること

で病床規模の適正化を図りました。  

Ｓ  

 

イ 急性期医療 

計画  取り組み内容  評価  

当院は地域のかかりつけ医・在宅医等と基幹

病院間の架け橋としての役割を果たし、救急

隊や周辺医療機関と連携して、医療圏におけ

る救急医療提供体制の維持に努めます。 

令和６年９月よりインセンティブ制度を

導入し、救急応需率の最低目標ラインを

70％ に設定して、当院の二次救急医療提

供体制を強化する取組を行いました。そ

の結果、令和５年度の救急応需率 56.25％

に対し、令和６年度は 73.81％の実績とな

りました。 

Ｓ  

   

(2) 地域包括ケアシステムの構築に向けて果たすべき役割・機能 

 ア 在宅復帰支援、訪問診療及び訪問看護、在宅療養の後方支援 

計画  取り組み内容  評価  

地域包括ケア病床を活用したリハビリの実施

と退院支援に努め、急性期治療経過後の円滑

な在宅復帰に寄与します。在宅復帰後も継続

的なケアが必要な患者には定期的な訪問診療

を実施し、在宅介護等の介護者支援を図る目

的でレスパイト入院の受入に注力することで

患者及び患者家族が安心して在宅での療養を

選択できる環境を構築します。 

令和６年度は、回復期病床の役割を発揮

して円滑な退院支援に努めました。訪問

診療に積極的に取り組むことで在宅療養

者の支援を行い、併せて広報誌を活用し

た普及啓発に取り組みました。また患者

を支える家族の支援を行うためにレスパ

イト入院の受入れを進め、地域包括ケア

システムを構築するための取組を行いま

した。  

Ａ  

   

イ 地域住民の疾病予防や健康づくり活動 

計画  取り組み内容  評価  

院外での住民向け出前講座の開催や広報誌を

活用した情報共有等を関係機関と連携して疾

病予防や健康促進に寄与します。 

令和６年度は、予防医療の取組として、

高齢者を対象とした講話を理学療法士が

実施しました。 
Ａ  
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 (3) 機能分化・連携強化  

  ア 地域の診療所等との連携推進 

計画  取り組み内容  評価 

地域開業医との円滑な連携体制と、介護施設

の入所患者の容態悪化時に相談受付・往診対

応・入院受入体制を整備し、併せて訪問診

療・看護に尽力します。 

令和６年度は、地域連携室を窓口として

患者の状態に応じた医療の提供を円滑に

行い、介護施設の入所患者への医療提供

体制の整備に併せ、訪問診療・看護を実

施しました。 

Ａ 

 

イ 基幹病院等との連携強化 

計画  取り組み内容  評価  

当院での対処・治療が困難な症例を基幹病院

に早期対応を依頼できる円滑な連携体制を整

備します。基幹病院での治療を終えた患者の

リハビリテーションの実施、在宅復帰支援等

を目的とした転院や外来・在宅での継続治療

を積極的な受入に取り組み、基幹病院と地域

のかかりつけ医・在宅医等の架け橋としての

役割を担います。 

令和６年度は、地域連携室を窓口として

患者の状態に応じた医療の提供を基幹病

院と円滑に行い、回復病棟におけるリハ

ビリテーションや在宅復帰支援等に取り

組みました。 
Ａ 

 

(4) 医療機能や医療の質、連携の強化等にかかる数値目標  

内容  
令和 6年度 

計画値 

令和 6年度 

実績値 
評価 

医療機能   

新入院患者数        人/月 33.7 34.2 Ａ 

救急車受入件数       件/年 100  124 Ｓ 

訪問診療件数       件/月 105  178 Ｓ 

医療の質   

在宅復帰率（地域包括ケア） ％ 72.5  95.0 Ｓ 

平均在院日数        日 31.5  26.2 

Ｓ うち地域一般病棟入院料３    日 35.0 16.2 

  うち地域包括ケア病床１   日 30.0 22.5 

連携の強化等   

紹介数 人/年 220  163 Ｃ 

紹介率 ％ 14.0 13.7 Ｂ 

 

 (5) 一般会計負担の考え方 

計画  取り組み内容  評価  

公立病院は地方公営企業として運営してい

ることから独立採算の原則が適用されます

が、地方公営企業法第 17 条の２の規定によ

り一般会計の負担についても明記されてい

ます。令和６年度以降、高原町の財政運営

上の理由から一般会計から病院事業会計へ

令和６年度は、地域包括ケア病床の増床や

救急応需率の向上等の取組により入院収益

を増大させ、病床の休床により医療スタッ

フ数の適正化を図ることで医業収支の改善

を行いましたが、当初の方針（一般会計繰

出金の上限額を２億円とする考え）では病

Ｃ 
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の繰出金は２億円を上限とし、原則として

経営補助を行わない方針とします。 

院会計を維持することが困難であることが

決算見込により明らかになりました。よっ

て、一般会計繰出金の上限額の考え方を見

直し、地方公営企業法第 17 条の２の規定

による、病院経営補助に当たらない基準内

繰出額を年度毎に財政当局と協議すること

を確認し、令和７年３月議会の補正予算上

程の際に説明を行いました。今後も人件費

上昇・物価高騰により医業費用の増加が見

込まれますが医業収益を改善し、一般会計

繰出金の抑制に努めます。 

 

 (6) 住民理解のための取組  

計画  取り組み内容  評価  

当院の状況や情報を地域住民に適切にお伝

えできるよう、病院広報誌やホームページ

等を通じた広報活動に努め、併せて地域住

民を対象とした医療等に関する出前講座や

講演会を実施して相互理解を促進します。 

令和６年度は、ホームページの適宜更新を

行いましたが、広報誌は内容の精査に時間

を要したため、発行が１回にとどまりまし

た。その他の取組としては、理学療法士に

よる出前講座を実施しました。 

Ａ 

 
 

２ 医師の確保と働き方改革  

(1) 医師の確保  

計画  取り組み内容  評価  

医師の確保は、当院の経営上の最優先課題

であるという認識のもと、病院・行政一体

となって取り組みを推進します。また、当

院単独ではなく、公立３病院（小林市立病

院・えびの市立病院・高原病院）が連携し

て対外的な医師の必要性を訴求していきま

す。 

令和６年度は、公立３病院の連携強化を目

的とした「地域医療連携推進法人」の設立

に係る協議を行いましたが、それぞれの考

える連携方針や今後の経営形態の在り方に

ついて妥結の見通しが立たなかったことか

ら、協議は休止となりました。その後、当

院独自に医師雇用に向けた活動を行い、常

勤医１名（令和７年度より勤務）を確保で

きました。当院の経営の安定性を図るた

め、今後も鹿児島大学や県（県立宮崎病

院）への働きかけを行い、医師確保に係る

活動を継続してまいります。  

Ｃ 

 

(2) 臨床研修医の受入等を通じた若手医師の確保 

計画 取り組み内容 評価  

西諸医療圏内における臨床研修病院である

小林市立病院の研修プログラムの一部を担

当する協力病院として研修医を受け入れ、

若手医師の育成、確保に寄与します。 

令和６年度は、小林市立病院の要請によ

り、県立宮崎病院（２名）、いまきいれ総

合病院（１名）、今村総合病院（４名）、鹿

児島市立病院（５名）の合計 12名の研修

医を受け入れ、育成に努めましたが、若手

医師の確保には至りませんでした。 

Ｂ  
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 (3) 働き方改革への対応  

計画  取り組み内容  評価  

働き方改革の実現に向けて、生産性や効率

性の向上に配慮した組織体制構築及び業務

運用の見直しが求められます。医師に限ら

ず病院全職員を対象として取組を進めてい

きます。 

令和６年度は、常勤医１名での病院運営

を行うにあたり、鹿児島大学や県立宮崎

病院より派遣された非常勤医の協力のも

と、常勤医の負担を極力抑えることがで

きました。次年度より常勤医１名を確保

しましたが、引き続き、様々な機会を捉

えて常勤医師確保の取組を進めていきま

す。また、病院職員（特に看護師）の人

員減により、会計上は人件費の削減効果

による収支の改善が図られましたが、他

方で病棟夜勤の一人あたりのシフト回数

が増大し、特定の看護師（正規職員）の

負担増となったことから、会計年度任用

職員の看護師にも夜勤の分担を依頼し、

夜勤専従看護師の運用規程を策定する

等、職場環境の整備を行いました。 

Ｓ 

 
 

３ 経営形態の見直し  

計画  取り組み内容  評価  

地方公営企業法の全部適用、地方独立行政

法人への移行は、給与設定や人員採用の面

での柔軟性等のメリットがある一方、事務

量の増加に伴う経費負担の増加というデメ

リットも内包します。このことから、当院

では、引き続き地方公営企業法の一部適用

により病院経営を行います。 

令和６年度においても、地方公営企業法の

一部適用により病院経営を行いました。 

 

Ａ  

 
 

４ 事務局体制の強化 

計画  取り組み内容  評価  

当院は地方公営企業法の一部適用により病院

経営を行っていますが、経営改善や経営強化

のためには事務局体制の強化が必須となりま

す。事務職員は一般行政部門等との人事異動

を前提とすることから、地方公営企業法や企

業会計等の研修や院内の各種委員会への事務

職員の配置、外部人材の利用による経営指導

の導入を検討する等、事務職員のスキルアッ

プと医療職との連携強化と経営能力の向上を

図ります。 

令和６年度についても各種委員会への事務

職員の配置を行い、医療職との連携強化を

行いましたが、事務長が異動により交代

し、さらに事務局職員が２名減じられたこ

とから、事務局体制の強化が図られたとは

評価できませんでした。 
Ｃ  
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５ 新興感染症の拡大時に備えた平時からの取組  

(1) 感染拡大時に備えた病床の確保 

計画  取り組み内容  評価  

新型コロナウイルス感染症に限らず、今後、

新興感染症が流行した際には必要に応じて病

床の確保を行い、当該病床において各種感染

症患者及び疑い患者を中心に受け入れ、治療

を行います。  

令和６年度は、スペースを区分けした上で

新興感染症の病床を確保しました。また、

新型コロナウイルスやインフルエンザに罹

患した入院患者を積極的に受け入れ、公立

病院としての役割を果たしました。 

Ｓ 

  

(2) 院内感染対策の徹底、感染防具等の備蓄等  

計画  取り組み内容  評価  

全職員に対する感染防止・衛生管理研修の

定期的な実施や、院内各所への飛沫防止フ

ィルムやアクリルパーテーション、消毒液

の設置、個人防護具の備蓄を実施していき

ます。  

令和６年度は、年に２回の感染防止研修を

実施して院内感染対策の徹底を図るととも

に、新興感染症拡大防止の観点から、飛沫

防止フィルムやアクリルパーテーション、

消毒液を設置し、サージカルマスク、フェ

イスシールド、個人防護具等の備蓄を行い

ました。 

Ａ  

 

 

６ 施設・設備の適正化 

(1) 施設・設備の適正管理と設備費の抑制  

    ア 病院の改修及び医療機器の更新 

計画  取り組み内容  評価  

病院の施設・設備については、安心・安全な

医療提供に必要な改修を適切なタイミングで

実施します。 

令和６年度は、企業債を財源として下記の

とおり医療機器の更新を図りました。 

(1) 有形固定資産購入費 

① 医事システム   17,338,750 円 

② 全自動血中計数器 6,270,000 円 

Ａ 

 

(2) デジタル化への対応 

    ア 電子カルテシステムの導入検討 

計画  取り組み内容  評価  

現在、当院では紙カルテを利用した病院運営

を行なっていますが、電子カルテシステム導

入による業務の効率化と構築費用・年間保守

費用等の費用対効果を鑑み、慎重に検討を進

めます。 

令和６年度は、電子カルテ導入についての

具体的な検討には至りませんでしたが、令

和７年度にシステム導入に係る見積書等の

取得を行い、当院の規模に応じた適正な仕

様内容の整理を行うことを院内で確認しま

した。 

Ｃ 

 

イ ＩＣＴの活用 

計画  取り組み内容  評価  

当院は、患者満足度向上や医師の働き方改

革、職員間連携の効率化に資するＩＣＴを慎

令和６年度は、患者満足度の向上と医療ス

タッフの働き方改革に資する業務効率化の
Ｂ 
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重に見極め、導入に向けた院内の課題整理や

業務効率化への寄与、ＩＣＴ導入に際するセ

キュリティ対策の情報収集に努めます。 

検討を行いましたが、ＩＣＴの活用という

視点での改善案は提示できませんでした。

今後は電子カルテの導入の検討を通じ、Ｉ

ＣＴを活用した院内課題の整理や業務効率

化を検討する必要があります。 

 

ウ サイバーセキュリティ対策 

計画  取り組み内容  評価  

当院は、医事システムを保有していることか

ら、厚生労働省が作成している「医療機関に

おけるサイバーセキュリティ対策チェックリ

スト」を活用して、日頃からの対策に努めま

す。 

令和６年度は、医事システムの更新を行

いシステム上のセキュリティ強化を図

り、チェックリストを活用した日頃から

のセキュリティ対策に努めました。 

Ａ  

 

 

７ 経営の効率化 

(1) 経営指標に係る数値目標  

経営指標に係る数値目標 
令和 6年度 

計画値 

令和 6年度 

実績値 
評価 

収支改善   

経常収支比率          ％ 94.0 97.8 Ａ 

医業収支比率         ％ 74.0 75.0 Ａ 

修正医業収支比率         ％ 69.0 70.4 Ａ 

収入確保の視点   

稼働病床数   床 40 40 Ａ 

うち地域一般病棟入院料３   床 14 14 Ａ 

うち地域包括ケア病床１   床 26 26 Ａ 

 入院平均患者数 人/日 35.0 34.2 Ｂ 

うち地域一般病棟入院料３  人/日 12.0 10.2 Ｃ 

  うち地域包括ケア病床１ 人/日 23.0 24.0 Ａ 

 病床稼働率   ％ 88.0 85.5 Ｂ 

うち地域一般病棟入院料３    ％ 86.0 72.9 Ｃ 

うち地域包括ケア病床１   ％ 88.0 92.3 Ａ 

 入院平均単価 円/人/日 28,000 32,348 Ｓ 

 外来平均患者数 人/日 75.0 62.5 Ｃ 

 外来平均単価 円/人/日 7,500 7,992 Ａ 

経費節減の視点   

対医業収益給与比率 ％ 89.0 90.0 Ｂ 

対医業収益材料費比率 ％ 12.0 11.1 Ｂ 

経営の安定に係る視点   

院内検討組織開催数 回/年 12 12 Ａ 

医師数 人 2 1 Ｃ 
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 (2) 対象期間中の各年度の収支計画   

千円/年  令和 6年度計画値 令和 6年度実績値 評価 

医業収益(A) 580,503 613,699 Ａ 

入院収益  357,700 403,375 Ｓ 

外来収益  164,812 146,237 Ｃ 

その他医業収益  57,991 64,087 Ｓ 

  うち他会計負担金 37,991 37,991 Ａ 

医業費用(B) 784,734 818,194 Ｂ 

給与費  515,148 552,054 Ｂ 

材料費  70,000 67,967 Ａ 

経費  150,000 148,044 Ａ 

減価償却費  45,386 45,403 Ｂ 

資産減耗費  1,000 1,758 Ｃ 

研究研修費  3,200 2,968 Ａ 

医業損益(A)-(B)=(C) △204,231 △204,495 Ｂ 

医業外収益(D) 192,337 222,796 Ｓ 

うち他会計負担金  167,009 199,223 Ｓ 

うち長期前受金 22,147 21,056 Ｂ 

うちその他医業外収益 3,181 2,292 Ｃ 

医業外費用(E) 35,000 37,273 Ｂ 

経常損益（C)+(D)-(E）  △46,894 △18,972 Ｓ 
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第 3 章 経営強化プランの点検・評価・公表  

１ 点検・評価の体制  

計画  取り組み内容  評価  

推進本部及び専門部会において進捗状況を管

理し、経営改善の取組状況や効果の点検・評

価を行います。その際に発見された課題につ

いてはＰＤＣＡサイクルを回すことで確実か

つ持続的な改善活動を実行します。 

令和６年度は、月１回開催される経営管

理会議において毎月の収支状況を院内各

部署に周知し、目標値の設定を行うこと

で計画値の進捗管理を行いました。 
Ｓ 

 

 

２ 点検・評価の時期及び公表の方法 

計画  取り組み内容  評価  

本プランの点検・評価は、院内において徹底

した進捗管理を行うとともに、令和６年度か

ら令和９年度までの４年間、毎年１回を目途

に客観的な評価を行います。評価結果につい

ては住民への周知に努めます。 

令和６年度は、年 1回の客観的な点検・

評価や住民への周知は未着手でした。 

（令和７年度実績の点検・評価の際に併

せて実施し、ホームページ等で周知しま

す。） 

Ｃ 

 


